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第４次徳島市総合計画における取組状況 

（命をまもる） 
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○第４次総合計画における施策指標の達成状況 

指標名
設定時
実績値
H18

目標値H28
(当初目標)

実績値
H27

取組の評価
該当
ページ

自主防災組織結成率（％） 35.4 50.0 45
自主防災組織結成に向けて、広
報や啓発などの取組を推進し、
微増ではあるが、組織数は増加
した。

4

小学校備蓄箇所率（％） 19.4 100 100 達成した。 4

災害対策連絡所備蓄箇所率
（％）

21.4 100 100 達成した。 4

災害時ボランティアコー
ディネーター数（人）

74 200 271 大きな成果があった。 4

防災拠点（旧耐震基準）の
耐震化率（％）

20.8 100 100 達成した。 4

市民防災研修会参加人数
（人）

205
(H25)

230 215
相当の進展があった。引き続
き、市民の防災意識を高めるた
めの魅力ある研修会に向け、取
り組みを推進していきたい。

-

消防団員数の充足率（％） 96.6 100 94.7

全国的に消防団員のサラリーマ
ン化が進展するなか、目標を達
成することはできなかったが、
90％以上の高い充足率を維持し
ている。

5

ＡＥＤの使用を含めた応急
手当の実施できる市民の割
合（％）

10.8 20.0 21.1 想定を超える大きな成果があっ
た。

5

単身高齢者世帯への住宅防
火訪問実施率（％）

12.9
(H19)

100 102.4
当初目標を平成27年度に達成し
た。当初の想定を超える事業成
果を得ることができた。

5

地域医療機関から市民病院
への患者紹介率（％）

52.1
77.4

（60.0）
77.8 達成した。 6

市民病院における患者の平
均在院日数（日）

14.4 11.2 11.0 達成した。 6
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■ 施策の体系と取組内容                          

 

 

 

【主な取組】 

防災知識の普及と防災意識の啓発 ▷ 防災マップの作成、防災教育の推進、市民防災

指導員の養成・活用 

 

 

 

【主な取組】 

倒壊・崩壊からの防御 ▷ 既存建築物の耐震化の啓発、公共施設（学校施設、コミュ

ニティセンター、消防施設など）の耐震診断・耐震補強、既存木造住宅の耐震化促

進 

避難路・避難場所の確保 ▷ 重要橋りょうの落橋防止対策の実施、橋りょうの補修、

都市計画道路の整備、津波避難場所の確保 

ライフラインの確保 ▷ 電線類地中化の推進、基幹配水管の耐震化 

 

  

 

【主な取組】 

地域防災体制の強化 ▷ 自主防災組織の結成、防災訓練の開催、国民保護の推進、災

害時ボランティアコーディネーターの養成 

防災力の強化 ▷ 同報無線設備の整備、耐震性貯水槽の設置、消防ポンプ自動車等の

整備、高機能消防指令センターの整備 

備蓄資材などの充実 ▷ 非常用備蓄資材の充実、避難施設への応急物資などの備蓄、

災害対策連絡所への資機材の整備 

 

 

 

 

 

■ 施策の指標と目標値                            

 

 

  

  

指   標   名 
実  績  値 

方向性 
目 標 値 

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ28 

自主防災組織結成率（％） 31.1 34.0 35.4 ↗ 50 

小学校備蓄箇所率（％） - 9.7 19.4 ↗ 100 

災害対策連絡所備蓄箇所率（％） - - 21.4 ↗ 100 

災害時ボランティアコーディネーター数（人） - 40 74 ↗ 200 

防災拠点（旧耐震基準）の耐震化率（％） - - 20.8 ↗ 100 

自主防災組織 

地域住民による自主的

な防災組織で、平常時は

防災訓練の実施や防災

知識の啓発を行い、災害

時は初期消火や住民の

避難誘導、負傷者の救

出・救護等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同報無線設備 

津波警報や災害時の避

難勧告等の重要な防災

情報を広く市民に伝達

するため、消防局からの

操作により、各地域に設

置した屋外拡声器から

サイレン吹鳴や非常放

送を行う設備。 

 

耐震性貯水槽 

消火用水として市内の

住宅密集地等に整備を

進めている耐震化され

た貯水槽。 

 

 

１ 防災対策の強化 

防災知識の普及と防災意識の啓発 

予防対策の強化 

防災体制の確立 

防
災
対
策
の
強
化
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■ 施策の体系と取組内容                          

 

 

 

【主な取組】 

消防の広域化の推進 ▷ 消防体制の広域化、消防通信指令業務の広域化・共同化、周

辺市町村との連携 

消防団の充実強化施策の推進 ▷ 消防団員の定数確保、消防団の充実・強化 

情報伝達体制の充実 ▷ 高機能消防指令センターの整備、同報無線設備の整備、消防

救急無線のデジタル化 

消防活動基盤の整備・推進 ▷ 消防施設の耐震化の推進、8分消防・5分救急に向けて

の整備、消防ポンプ車等の整備 

 

 

 

【主な取組】 

救急業務の推進 ▷ 救急業務高度化の推進、救急需要増大に対する総合的な対策、応

急手当の普及・啓発 

救助業務の推進 ▷ 緊急消防援助隊の充実・強化、高度救助隊の配置 

 

  

 

【主な取組】 

市民の自主防災活動の推進 ▷ 地域の防火・防災の推進、市民防災指導員の育成、自

主防災組織の育成 

 

 

 

【主な取組】 

火災発生の未然防止対策の推進 ▷ 災害時要援護者の防火対策、住宅防火対策の推進、

防火対象物・危険物施設の火災等災害予防対策 

 

 

 

 

 

■ 施策の指標と目標値                            

 

 

 

 

指   標   名 
実  績  値 

方向性 
目 標 値 

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ28 

消防団員数の充足率（％） 88.3 94.7 96.6 ↗ 100 

ＡＥＤの使用を含めた応急手当の実施できる市民の割合

（％） 
8.5 9.5 10.8 ↗ 20 

単身高齢者世帯への住宅防火訪問実施率（％） - - - ↗ 100 

同報無線設備 

津波警報や災害時の避

難勧告等の重要な防災

情報を広く市民に伝達

するため、消防局からの

操作により、各地域に設

置した屋外拡声器から

サイレン吹鳴や非常放

送を行う設備。 

 

救急業務高度化 

救命率の向上を図るた

め、救急医療機関との更

なる連携、救急隊員の資

質の向上及び装備の充

実強化を推進すること。 

 

緊急消防援助隊 

大規模・特殊災害発生時

に消防の応援等を行う

ことを任務として、都道

府県又は市町村に属す

る消防に関する人員及

び施設により構成され

る部隊。 

 

高度救助隊 

人命の救助に関する専

門的かつ高度な教育を

受けた救助隊員 5人以

上で編成され、画像探査

機、地震警報器等の高度

救助資機材を装備した

救助部隊。 

 

自主防災組織 

地域住民による自主的

な防災組織で、平常時は

防災訓練の実施や防災

知識の啓発を行い、災害

時は初期消火や住民の

避難誘導、負傷者の救

出・救護等を行う。 

 

２ 消防・救急体制の充実 

消防力の強化 

救急・救助体制の充実 

防火・防災意識の普及啓発 

予防対策の強化 

消
防
・
救
急
体
制
の
充
実
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■ 施策の体系と取組内容                          

 

 

 

【主な取組】 

市民病院における救急医療体制の充実 ▷ 救急部門の効率化、救急処置室の充実、小 

児救急施設の充実 

地域救急体制の確保 ▷ 救急医療対策事業への補助、歯科休日救急診療所への助成、 

夜間休日急病診療所の開設 

 

 

 

【主な取組】 

地域医療機関と市民病院の連携推進 ▷ 急性期医療機能の強化、密度の濃い連携医療 

の構築、地域医療支援病院の承認取得 

医師の育成・確保 ▷ 魅力ある臨床研修指定病院の体制づくり 

診断群分類別包括評価（ＤＰＣ）制度の導入 

 

  

 

【主な取組】 

コスト管理型経営の確立 ▷ 病院情報システム導入によるコスト管理、院内物流シス 

テム導入によるコスト管理 

経費の削減と効率的運用 ▷ 委託業務の包括化、コージェネレーション導入による経 

費削減、経費の効率的な執行 

 

 

 

 

 

■ 施策の指標と目標値                            

 

 

 

 

 

 

指   標   名 
実  績  値 

方向性 
目 標 値 

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ28 

地域医療機関から市民病院への患者紹介率（％） 44.5 42.1 52.1 ↗ 60.0 

市民病院における患者の平均在院日数（日） 18.2 15.9 14.4 ↘ 11.2 

急性期医療 

病気が急激に発症し、

ある程度の速さで進行

していく時期におい

て、入院や手術などに

よる質の高い医療を行

うこと。 

 

地域医療支援病院 

医療機関の機能の役割

分担と連携を目的に創

設された制度で、病床

数や紹介率などに関す

る項目が、承認条件と

して設定されている。 

 

診断群分類別包括評価

（ＤＰＣ）制度 

Diagnosis-Procedure-

Combinationの略。実際

に行った医療行為に対

してではなく、患者が

何の病気であるかによ

って診療報酬が決まる

制度。 

 

コージェネレーション 

エンジンやタービンの

動力などによって発電

を行うと同時に、廃熱

を利用して給湯や冷暖

房も行うシステム。 

 

３ 医療環境の充実 

救急医療環境の充実 

市民病院における医療サービスの向上 

市民病院の経営基盤の強化 

医
療
環
境

の
充

実
 


